
学校経営力開発コース　履修モデル

共通科目 コース科目 コース連携科目 実習科目

月 火 水 木 金 土

１限
【必】教育課程編成の理
論と実践

【必】学校教育における
データサイエンス

２限 【必】学校組織マネジメン
ト研究

【必】現代社会の課題と
教員役割

【必】学校安全・学校危
機管理に関する実践的
研究

３限 【必】学校経営と教育
リーダーシップ

【必】生徒指導・教育相
談の理論と実践

【必】教職員の職能開発
システムに関する実践
的研究

４限
◎【選必】教育法規の理
論と実践

【必】授業実践の探究と
教育課程

５限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅰ（経営）

【必】学びの基盤となる
学級経営の探究

【必】学校経営の理論と
実践

【必】メディア活用実践研
究

【必】滋賀の教育課題と
指導方法

３限
【必】教育政策・教育行
政の理論と実践

【必】ダイバーシティ教育
の理論と実践

４限

５限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅱ（経営）

月 火 水 木 金 土

１限

２限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅲ（経営）

３限

４限

５限

１限

２限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅳ（経営）

３限

４限

５限

　《奇数》奇数年度開講  《偶数》偶数年度開講

前
期

後
期

２
年
次

【必】経営課題解決発
展実習

前
期

後
期

１
年
次

【必】経営課題解決発
展実習

【頭記号の意味】
　【必】必修科目　【選必】選択必修科目　【選択】選択科目

◎他コースの院生も受講可

【必】経営課題解決基
本実習Ⅰ
【必】地域協働実習

【必】経営課題解決基
本実習Ⅰ
【必】地域協働実習

１限

【必】経営課題解決基
本実習Ⅱ
【必】教育行政実習

【必】経営課題解決基
本実習Ⅱ
【必】教育行政実習

【必】確かな学力を伸ばす指
導と評価

２限
【必】カリキュラムマネジ
メントと校内研修

◎【選必】学校と地域の
連携協働に関する実践
的研究

【資料２０－２】



教育実践力開発コース　履修モデル

共通科目 コース科目 コース連携科目 実習科目

月 火 水 木 金 土

１限
【必】教育課程編成の理
論と実践

【必】学校教育における
データサイエンス

２限
◎【必】メンタリングと校
内研修

【必】現代社会の課題と
教員役割

◎【選必】言：言語教育
実践と教材開発研究

３限
【選必】スペシャルニーズ
教育の理論と実践

【必】生徒指導・教育相
談の理論と実践

４限
【必】授業実践の探究と
教育課程

５限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅰ（教育実践）

【必】学びの基盤となる
学級経営の探究

【必】学校経営の理論と
実践

【必】メディア活用実践研
究

【必】滋賀の教育課題と
指導方法

３限
【必】社会的・職業的自
立を支援する進路指導と
キャリア教育

【必】ダイバーシティ教育
の理論と実践

４限
【必】学校教育のアクショ
ンリサーチ

５限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅱ（教育実践）

月 火 水 木 金 土

１限

２限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅲ（教育実践）

３限

４限

５限

１限

２限
【必】教育実践課題解決
研究Ⅳ（教育実践）

３限

４限

５限

　《奇数》奇数年度開講  《偶数》偶数年度開講

１
年
次

【頭記号の意味】
　【必】必修科目　【選必】選択必修科目　【選択】選択科目

１限

【必】実践課題解決基
本実習Ⅱ
【選必】教育委員会実
習

【必】実践課題解決基
本実習Ⅱ
【選必】教育委員会実
習

【必】確かな学力を伸ばす指
導と評価

２限
【選必】学校と地域の連
携協働に関する実践的
研究

【必】実践課題解決発
展実習

２
年
次

【必】実践課題解決発
展実習

後
期

【必】実践課題解決基
本実習Ⅰ
【必】研修開発実習
【選必】教育委員会実
習

【必】実践課題解決基
本実習Ⅰ
【必】研修開発実習
【選必】教育委員会実
習

前
期

後
期

前
期

【必】集中
◎教育方法の開発と実践研究

◎他コースの院生も受講可



授業実践力開発コース（初等教育）　履修モデル

共通科目 コース科目 コース連携科目 実習科目

月 火 水 木 金 土

１限
【必】教育課程編成の理論と
実践

【必】学校教育におけるデータサイ
エンス

２限 【必】現代社会の課題と教員役割
◎【選必】芸：初等芸術教育の理
論と実践

◎【選必】生：初等生活科・家
庭科教育の理論と実践

３限
【必】生徒指導・教育相談の理論と
実践

◎【選必】理：初等理数教育の理
論と実践

４限
【必】教師のキャリア発達と
教育実践

【必】授業実践の探究と教育課程

５限
【必】教育実践課題解決研究
Ⅰ（授業実践）

【必】学びの基盤となる学級経営
の探究

【必】学校経営の理論と実践

【必】メディア活用実践研究（岩井・
畑）

【必】滋賀の教育課題と指導方法

３限
【必】ダイバーシティ教育の理論と
実践

４限
【必】プログラミング教育の実
践と教材開発

５限
【必】教育実践課題解決研究 
Ⅱ（授業実践）

月 火 水 木 金 土

１限

２限
【選択】メンタリングと校内研
修

【必】教育実践課題解
決研究Ⅲ（授業実践）

３限

４限

５限

１限
【必】確かな学力を伸ばす指
導と評価

２限
◎【選必】生：初等体育科
教育の理論と実践

【選択】学校と地域の連携協働に
関する実践的研究

【必】教育実践課題解
決研究Ⅳ（授業実践）

３限

４限

５限
【選択】子どもの心の臨床心理学
的理解と支援

　《奇数》奇数年度開講  《偶数》偶数年度開講
　言：言語領域科目　社：社会領域科目　理：理数領域科目　生：生活健康領域科目　芸：芸術領域科目

前
期

後
期

１
年
次

【必】授業実践発展実習
【選必】学校支援実習Ⅴ

前
期

後
期

２
年
次

【必】授業実践基本実習
Ⅲ
【選必】学校支援実習Ⅳ

【選必】集中
《奇数》海外連携校実習Ⅰ

【頭記号の意味】
　【必】必修科目　【選必】選択必修科目　【選択】選択科目

◎他コースの院生も受講可

【必】実践入門実習
（６月の１週間）

【必】授業実践基本実習
Ⅰ
【必】授業実践基本実習
Ⅱ

１限

【必】授業実践基本実習
Ⅰ
【必】授業実践基本実習
Ⅱ

◎【選必】社：初等社会科教育の
理論と実践

２限
◎【選必】言：初等言語教育
の理論と実践



授業実践力開発コース（中等教育）　履修モデル

共通科目 コース科目 コース連携科目 実習科目

月 火 水 木 金 土

１限
【必】教育課程編成の理論と
実践

◎【選必】《奇数》理：算数・数学科
教材開発研究「関数」

【必】学校教育におけるデータサイ
エンス

２限 【必】現代社会の課題と教員役割

３限
【必】生徒指導・教育相談の理論と
実践

◎【選必】理：初等理数教育の理
論と実践

４限
【必】教師のキャリア発達と
教育実践

【必】授業実践の探究と教育課程

５限
【必】教育実践課題解決研究
Ⅰ（授業実践）

【必】学びの基盤となる学級経営
の探究

【必】学校経営の理論と実践

【必】メディア活用実践研究（岩井・
畑）

【必】滋賀の教育課題と指導方法

３限
【必】ダイバーシティ教育の理論と
実践

４限
【必】プログラミング教育の実
践と教材開発

５限 【必】教育実践課題解決研究 
Ⅱ（授業実践）

月 火 水 木 金 土

１限
◎【選必】《偶数》理：数学の実験を
活かした数学教育

２限
【必】教育実践課題解
決研究Ⅲ（授業実践）

３限
【選択】スペシャルニーズ教
育の理論と実践

４限
【選択】教育法規の理論と実
践

５限

１限
【必】確かな学力を伸ばす指
導と評価

◎【選必】《偶数》理：数学の歴史を
活かした数学教育

２限
【必】教育実践課題解
決研究Ⅳ（授業実践）

３限

４限

５限

　《奇数》奇数年度開講  《偶数》偶数年度開講

【頭記号の意味】
　【必】必修科目　【選必】選択必修科目　【選択】選択科目

　言：言語領域科目　社：社会領域科目　理：理数領域科目　生：生活健康領域科目　芸：芸術領域科目

２限

【選必】集中
《偶数》海外連携校実習Ⅱ

◎他コースの院生も受講可

１
年
次

前
期

【必】実践入門実習
（６月の１週間）

【必】授業実践基本実習
Ⅰ
【必】授業実践基本実習
Ⅱ

【選択】集中
　教育方法の開発と実践研究

後
期

１限
◎【選必】《奇数》理：算数・数学科
教材開発研究「数と形」

【必】授業実践基本実習
Ⅰ
【必】授業実践基本実習
Ⅱ
【選必】学校支援実習Ⅰ・
Ⅱ

２
年
次

前
期

【必】授業実践基本実習
Ⅲ
【選必】学校支援実習Ⅳ

後
期

【必】授業実践発展実習



ダイバーシティ教育力開発コース　履修モデル

共通科目 コース科目 コース連携科目 実習科目

月 火 水 木 金 土

１限
【必】教育課程編成の理論と
実践

【必】学校教育におけるデータ
サイエンス

２限
【必】現代社会の課題と教
員役割

【選択】子どもの発達と支援

３限
◎【必】スペシャルニーズ教
育の理論と実践

【必】生徒指導・教育相談の
理論と実践

４限
【必】授業実践の探究と教
育課程

【必】学びの基盤となる学級経
営の探究

【必】学校経営の理論と実践

【必】メディア活用実践研究

【必】滋賀の教育課題と指
導方法

３限
【選択】外国人児童生徒教
育の理論と実践

【必】ダイバーシティ教育の理
論と実践

４限
【必】心理的アセスメントと
子ども支援

【必】教育実践課題解決研究
ＡⅡ（ダイバーシティ）

◎【必】子どもの心の臨床
心理学的理解と支援

月 火 水 木 金 土

１限

２限
【選択】メンタリングと校内研
修

【必】教育実践課題解決研究
ＡⅢ（ダイバーシティ）

３限
◎【選択】特別支援教育の臨床
的探究

４限
【選択】教育法規の理論と実
践

５限

１限
【必】確かな学力を伸ばす指
導と評価

２限
【選択】学校と地域の連携協働
に関する実践的研究

【必】教育実践課題解決研究
ＡⅣ（ダイバーシティ）

３限
◎【選択】教育・保育の方法と
省察

４限

５限

　《奇数》奇数年度開講  《偶数》偶数年度開講

【頭記号の意味】
　【必】必修科目　【選必】選択必修科目　【選択】選択科目

１
年
次

前
期

後
期

２
年
次

【必】心理アセスメン
ト実習
【必】ダイバーシティ
教育発展実習

【必】心理アセスメン
ト実習
【必】ダイバーシティ
教育発展実習前

期

５限

後
期

１限

【必】フィールドワー
ク実習

５限

２限
◎【選択】幼年教育の理論と実
践

【必】心理アセスメ
ント実習
【必】ダイバーシ
ティ教育発展実習

【必】心理アセスメ
ント実習
【必】ダイバーシ
ティ教育発展実習

【必】教育実践課題解決研究
ＡⅠ（ダイバーシティ）

◎他コースの院生も受講可

【必】ダイバーシティ
教育基本実習
【必】特別支援実習
【必】フィールドワー
ク実習

【必】ダイバーシ
ティ教育基本実習
【必】特別支援実
習
【必】フィールド
ワーク実習

【必】フィールド
ワーク実習



国立大学法人滋賀大学研究倫理委員会規程 

（設置） 

第１条 滋賀大学（以下「本学」という。）で行われるヒトを直接対象とした研究及び医療行為（以下

「研究等」という。）について、倫理的観点から審査することを目的として、本学に滋賀大学研究倫

理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（対象） 

第２条 この規程による審査の対象は、教員及び大学院博士課程の学生（以下「教員等」という。）の

行う研究活動等のうち、倫理上の問題が生じるおそれがあり、それに対する配慮が必要なもの及び研

究活動等の結果を公表するものを対象とする。 

（任務） 

第３条 委員会は、本学に所属する教員等の申請に基づき、その研究及び実施計画の内容等について審

査する。 

（委員会の組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織し、男女両性で構成する。 

(1) 学長が指名する理事

(2) 学系から選出された教員 各２人

(3) 保健管理センターから選出された教員 １人

(4) 本学以外の倫理及び法律に関する有識経験者 ２人

(5) 一般の立場から意見を述べることができる者 １人

２ 前項第４号及び第５号の委員は、学長が委嘱する。 

３ 第１項第２号から第５号までの委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じたと

きの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員会が必要と認めるときは、特定の課題について審査する期間において特別委員を別途委嘱する

ことができる。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、前条第１項第１号の委員をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名した委員が、その職務を代行する。 

（議事） 

第６条 委員会は、委員（第４条第４項の特別委員を含む。以下同じ。）の３分の２以上が出席し、か

つ、同条第１項第４号の委員１人以上の出席がなければ、議事を開くことはできない。 

２ 委員は、自己の申請に係る審査に加わることができない。 

３ 委員会は、申請者に委員会への出席を求め、実施計画の内容等について説明を求めるとともに、意

見を聴くことができる。 

４ 申請された研究の審査結果は、出席委員全員の合意を原則とする。ただし、全員の合意が得られな

い場合は、無記名投票により出席委員の４分の３以上の同意をもって判定する。 

５ 判定は、次に掲げるいずれかの表示により行う。 

(1) 非該当

(2) 承認

(3) 条件付承認

(4) 変更の勧告

(5) 不承認

６ 委員会は、原則として非公開とする。ただし、委員会が必要と認めるときは、公開することができ

る。 

７ 審査内容、審査経過及び判定は、記録として保存し、委員会が必要と認めるときは、公表すること

ができる。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 委員会が必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（申請の手続き及び審査結果の通知） 

第８条 審査を申請しようとする者は、別紙様式第１号による研究倫理審査申請書に必要事項を記入し、

学長に提出しなければならない。 

２ 学長は、審査申請に対して１か月をめどに審査を終了し、審査終了後速やかに別紙様式第２号によ

【資料２１】



る審査結果通知書を申請者に交付しなければならない。 

３ 前項の通知に当たっては、審査結果が第６条第５項第３号、第４号及び第５号に該当するときは、

それぞれの条件、変更又は不承認の理由等を明記しなければならない。 

（事務） 

第９条 委員会の事務は、研究推進課において処理する。 

（雑則） 

第10条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、委員会が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、平成２３年４月１９日から施行する。 

２ この規程施行後、最初に選出される第４条第１項第２号から第４号までの委員の任期は、第４条第

３項の規定にかかわらず、平成２５年３月３１日までとする。 

附 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規程施行後、最初に選出される第４条第１項第５号の委員の任期は、第４条第３項の規定にか

かわらず、平成３１年３月３１日までとする。  

附 則  

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



別紙様式第１号 

研究倫理審査申請書 

平成  年  月  日 

国立大学法人滋賀大学長 殿 

申請者 

所  属 

氏 名  印 

下記について審査を申請します。 

記 

所属長の氏名及び印 印 

１．課題名 

２．主任研究者 所属   職名  氏名 

３．分担研究者 
所属   職名  氏名 

所属   職名  氏名 

４．研究の目的及び実施計画の概要 

５．研究実施に当たっての倫理上の問題点及びそれに対する配慮 

６．研究の実施場所 

申請にあたって、研究計画及び関連機関・学協会の倫理基準等を参考資料として添付するこ

と。



別紙様式第２号 

審査結果通知書 

平成  年  月  日 

申請者  殿 

国立大学法人滋賀大学長 

印

課題名  

主任研究者名 

上記に係る実施計画書等を、平成  年  月  日の滋賀大学研究倫理委員会で審査

し、下記のとおり判定しましたので通知します。 

記 

判 定 非該当   承認   条件付承認   変更の勧告   不承認 

理 由 

その他 

（備考）非該当；本研究計画は本倫理審査会で審議する研究ではないもの



 

滋賀大学研究倫理委員会規程に基づく審査について（申し合わせ） 

 

  平成 23 年 4 月 19 日 

 

 滋賀大学研究倫理委員会規程に基づいて、「ヒトを直接対象とした研究及び医療行為に

ついて倫理的観点から審査する」場合には、当面、「滋賀大学における研究者等の行動規

範」及び関連機関・学協会で制定されている倫理基準等を参考資料として審査する。申請

者は、申請にあたって関連機関・学協会の倫理基準等を、参考資料として申請書類に添付

するものとする。 

                        



滋賀大学教育学部と大津市教育委員会の連携に関する協定書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と大津市教育委員会（以下「乙」という。）は、 大津

市における教育について連携するため次のとおり協定を締結する。

（目的）

第1条 この協定は、甲と乙が、密接な連携のもと、大津市の学校教育等の分野で相互に協力し、

学校及び地域における教育の充実• 発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）

第2条 甲と乙は、 次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。

(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。

(3)教員の人材育成に関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)その他、 双方が必要と認める事項。

（連携地域協諾会）

第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、 甲、 乙、 他の連携地域の教育委員会及び洗

賀県教育委員会が組織する連携地域協議会を設置するものとする。

（有効期間）

第 4 条 本協定は、 協定締結の日から平成 2 8 年 3 月 3 1 日まで有効とする。 ただし、 この協定

書の有効期間の末日2ヶ月前までに、 甲又は乙のいずれからも協定の終了または見直し等の申

入れがない場合は、 さらに1年間更新するものとし、 以後これに準ずるものとする。

（その他）

第5条 この協定書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項に

ついて必要があるときは、 甲、 乙が協議して定めるものとする。

本協定の締結を証するため、 本協定書を 2 通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各 1 通を保有する。

平成27年9月7日

甲 滋賀大学教育学部 乙 大津市教育委員会

学部長 教育長

名 "'i 抒ェ
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滋賀大学教育学部と近江八幡市教育委員会の連携に関する協定書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と近江八幡市教育委員会（以下「乙」という。）は、

近江八幡市における教育について連携するため次のとおり協定を締結する。

（目的）

第1条 この協定は、 甲と乙が、 密接な連携のもと、 近江八幡市の学校教育等の分野で相互に協

力し、 学校及び地域における教育の充実• 発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）

第2条 甲と乙は、 次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。

(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。

(3)教員の人材育成に関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)その他、 双方が必要と認める事項。

（連携地域協議会）

第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、甲、 乙、他の連携地域の教育委員会及び滋

賀県教育委員会が組織する連携地域協識会を設置するものとする。

（有効期間）

第4条 本協定は、協定締結の日から平成2 8年3月31日まで有効とする。 ただし、この協定

書の有効期間の末日2ヶ月前までに、甲又は乙のいずれからも協定の終了または見直し等の申

入れがない場合は、 さらに1年間更新するものとし、 以後これに準ずるものとする。

（その他）

第5条 この協定書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項に

ついて必要があるときは、 甲、 乙が協鏃して定めるものとする。

本協定の締結を証するため、 本協定書を2通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各1通を保有する。

平成27年9月7日

甲 滋賀大学教育学部

学部長 、 一一o::,

ゑ丸

乙 近江八幡市

教育長
ー

、

＼
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滋賀大学教育学部と彦根市教育委員会の連携に関する協定書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と彦根市教育委員会（以下「乙」という。）は、 彦根

市における教育について連携するため次のとおり協定を締結する。

（目的）

第1条 この協定は、甲と乙が、密接な連携のもと、彦根市の学校教育等の分野で相互に協力し、

学校及び地域における教育の充実•発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）

第2条 甲と乙は、 次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。

(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。

(3)教員の人材育成に関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)その他、 双方が必要と認める事項。

（連携地域協議会）

第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、 甲、 乙、 他の連携地域の教育委員会及び洗

賀県教育委員会が組織する連携地域協議会を設置するものとする。

（有効期間）

第4条 本協定は、 協定締結の日から平成2 8年3月3 1日まで有効とする。 ただし、 この協定

書の有効期間の末日2ヶ月前までに、 甲又は乙のいずれからも協定の終了または見直し等の申

入れがない場合は、 さらに1年間更新するものとし、 以後これに準ずるものとする。

（その他）

第5条 この協定書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項に

ついて必要があるときは、 甲、 乙が協識して定めるものとする。

本協定の締結を証するため、 本協定書を2通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各1通を保有する。

平成27年9月7日

甲 洗賀大学教育学部

学部長

,t:' ぷX-z

乙 彦根市教育委員会



滋賀大学教育学部と草津市教育委員会の連携に関する覚書

池賀大学教育学部（以下「甲」という。）と草津市教育委員会（以下「乙」という。）は、 草津

市における教育について連携するため次のとおり覚書を締結する。

（目的）

第1条 この覚書は、甲と乙が、密接な連携のもと、草津市の学校教育等の分野で相互に協力し、

学校及び地域における教育の充実• 発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）

第2条 甲と乙は、 次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。

(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。

(3)教員の人材育成に関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)その他、 双方が必要と認める事項。

（連携地域協誦会）

第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、 甲、 乙、 他の連携地域の教育委員会及び滋

賀県教育委員会が組織する連携地域協議会を設置するものとする。

（有効期間）

第4条 本覚書は、 覚書締結の日から平成2 8年3月31日まで有効とする。 ただし、 この覚書

の有効期間の末日2ヶ月前までに、 甲又は乙のいずれからも覚書の終了または見直し等の申入

れがない場合は、 さらに1年間更新するものとし、 以後これに準ずるものとする。

（その他）

第5条 この覚書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの覚書に定めのない事項につ

いて必要があるときは、 甲、 乙が協譲して定めるものとする。

本覚書の締結を証するため、 本覚書を2通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各1通を保有する。

平成27年9月7日

甲 洗賀大学教育学部 乙 草津市教育委員会

教育長

川印邊



滋賀大学教育学部と栗東市教育委員会の連携に関する覚書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と栗東市教育委員会（以下「乙」という。）は、 栗東

市における教育について連携するため次のとおり覚書を締結する。

（目的）

第1条 この覚書は、甲と乙が、密接な連携のもと、栗東市の学校教育等の分野で相互に協力し、

学校及び地域における教育の充実•発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）

第2条 甲と乙は、 次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。

(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。

(3)教員の人材育成に関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)その他、 双方が必要と認める事項。

（連携地域協鏃会）

第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、 甲、 乙、 他の連携地域の教育委員会及び池

賀県教育委員会が組織する連携地域協議会を設置するものとする。

（有効期間）

第4条 本覚書は、 覚書締結の日から平成2 8年3月31日まで有効とする。 ただし、 この覚書

の有効期間の末日2ヶ月前までに、 甲又は乙のいずれからも覚書の終了または見直し等の申入

れがない場合は、 さらに1年間更新するものとし、 以後これに準ずるものとする。

（その他）

第5条 この覚書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの覚書に定めのない事項につ

いて必要があるときは、 甲、 乙が協議して定めるものとする。

本覚書の締結を証するため、 本覚書を2通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各1通を保有する。

平成27年9月7日

甲 滋賀大学教育学部 乙 栗東市教育委員会



滋賀大学教育学部と守山市教育委員会の連携に関する覚書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と 守山市教育委員会（以下「乙」という。）は、 守山
市における教育について連携するため次のとおり覚書を締結する。

（目的）
第1条 この覚書は、甲と乙が、密接な連携のもと、守山市の学校教育等の分野で相互に協力し、

学校及び地域における教育の充実• 発展と人材の育成に寄与することを目的とする。

（連携事項）
第2条 甲と乙は、次に掲げる事項について相互に連携協力するものとする。

(1)地域の教育の向上に関すること。
(2)学校教育上の諸問題への対応に関すること。
(3)教員の人材育成に関すること。
(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。
(5)その他、双方が必要と認める事項。

（連携地域協議会）
第3条 前条に掲げる事項の円滑な推進を図るため、甲、乙、他の連携地域の教育委員会及び滋

賀県教育委員会が組織する連携地域協議会を設置するものとする。

（有効期間）
第 4 条 本覚書は、覚書締結の日から平成 2 8 年 3 月 3 1 日まで有効とする。 ただし、この覚書

の有効期間の末日2ヶ月前までに、甲又は乙のいずれからも覚書の終了または見直し等の申入
れがない場合は、さらに1年間更新するものとし、以後これに準ずるものとする。

（その他）
第5条 この覚書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの覚書に定めのない事項につ

いて必要があるときは、甲、乙が協識して定めるものとする。

本覚書の締結を証するため、本覚書を 2 通作成し、甲乙署名捺印のうえ、各 1 通を保有する。

平成 2 7 年 9 月 7 日

甲 滋賀大学教育学部
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実習科目一覧（概要）

必修 選択

経営課題解決基本実習 Ⅰ
週１日×４週間

30時間
1 1 －

経営課題解決基本実習 Ⅱ
週2日×6週間

90時間
2 3 －

週半日×15週間
60時間

長期型
連携協力校（勤務校）での教育活動を通して、自己の研究課
題を事例的に探求・評価・検証し解決していく方法を探究す
る。

連携協力校 3･4 2 －

総８日間
60時間

分散型
教育委員会や社会教育施設等の協力を得て、学校と地域教
育関連施設との連携・協働の方法を探究する。

教育委員会
社会教育施設

1 2 －

総８日間
60時間

 短期型 or
分散型

教育行政・政策に関する具体的な場面での実践を観察し、政
策立案・実施の基礎となる実践力を修得する。

教育委員会
県総合教育センター

2 2 －

海外連携校実習 Ⅰ
総５日間
30時間

短期型
タイの協定大学及び附属学校等を参観し、教師や子どもとの
交流活動を通して、グローバルな視野から教育を探究する。

タイ協定大学及び
協定大学附属学校等

2･4
（隔年）

－ 1

海外連携校実習 Ⅱ
総５日間
30時間

短期型
台湾の協定大学及び附属学校等を参観し、教師や子どもとの
交流活動を通して、グローバルな視野から教育を探究する。

台湾協定大学及び
協定大学附属学校等

2･4
（隔年）

－ 1

実践課題解決基本実習 Ⅰ
週5日×1週間

30時間
短期型 1 1 －

実践課題解決基本実習 Ⅱ
週2日×6週間

90時間
標準型 2 3 －

週半日×15週間
60時間

長期型
連携協力校（勤務校）での授業実践等を通して、自己の研究
課題を探究・評価する。

連携協力校 3･4 2 －

総８日間
60時間

短期型
滋賀県総合教育センターで指導補助員として研修企画や評価
に参画する。

総合教育ｾﾝﾀｰ 1 2 －

総８日間
60時間

短期型
県市町教育委員会等において、学校訪問の参観、研修会や
協議会の運営補助を経験し、教育活動を多角に省察する。

教育委員会 2 2

海外連携校実習 Ⅰ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
1

海外連携校実習 Ⅱ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
1

週４日×１週間
30時間

短期型
附属幼稚園・小・中学校において、保育や授業の観察方法に
ついて学びつつ、実際に保育・授業観察と分析を行う。

附属学校園 1 1 －

授業実践基本実習 Ⅰ
週１日×8週間

60時間
標準型

附属幼稚園・小学校・中学校の複数の組み合わせを選択し、
各校種での保育・授業研究のあり方について学ぶとともに、校
種間連携についても学ぶ。

附属学校園 1・2 2

授業実践基本実習 Ⅱ
総４日間
３０時間

分散型
県市町教育委員会・総合教育センター・教育研究所等の実施
事業に参加することを通し、授業実践研究の進め方を学ぶ。

総合教育ｾﾝﾀｰ
市町教育研究所

1・2 1 －

授業実践基本実習 Ⅲ
週１日×4週間

30時間
標準型

附属学校、連携協力校で授業等の実践を行い、自己の研究
課題を探究する。

附属学校
連携協力校

3 1 －

週2日×4週間
60時間

標準型
附属学校、連携協力校で授業等の実践を行い、自己の研究
課題を発展・深化させる。

附属学校
連携協力校

4 2 －

Ⅰ
総４日間
30時間

1

Ⅱ
総４日間
30時間

1

Ⅲ
総４日間
30時間

1

Ⅳ
総４日間
30時間

1

Ⅴ
総４日間
30時間

1

Ⅵ
総４日間
30時間

1

海外連携校実習 Ⅰ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
1

海外連携校実習 Ⅱ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
1

週2日×2週間
週４日×1週間

60時間
標準型

連携協力校（幼稚園・小学校）で特別な支援を要する子どもの
参与観察を行い、教師の支援について学ぶ。

連携協力校 1 2 －

週１日×4週間
30時間

標準型
附属特別支援学校において、障害のある子どもの発達段階や
特性に応じた支援のあり方および教育活動・授業づくりについ
て学ぶ。

附属学校園 1 1 －

総９日間
60時間

分散型
学校外教育関連施設で施設見学、参与観察等を行いアフター
レクチャーにより多様なニーズを抱える子どもへの地域教育連
携体制について見通しを持つ。

国県市町・民間の
教育関連施設

1・2 2 －

30時間 分散型
附属学校園での児童生徒の発達検査、「個別の指導計画」の
作成、学習・発達支援室の活動などに参加し、心理アセスメン
トについて実践的に学ぶ。

附属学校園 3･4 1 －

週2日×8週間
or 週1日×16週間
or 週半日×32週間

120時間

長期型
各問題意識に応じたフィールドにおいて、教育的・実践的な支
援活動を行い、自己の研究課題を事例的に探究・検証し、こ
れまでの学びを総括する。

附属学校園
連携協力校

その他教育関連施設
3･4 4 －

海外連携校実習 Ⅰ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
－ 1

海外連携校実習 Ⅱ
総５日間
30時間

短期型 前掲 前掲
2･4

（隔年）
－ 1

附属学校
連携協力校

1・2

3･4

う
ち
必
３

実習形態

標準型

分散型

分散型

連携協力校

連携協力校
連携協力校（勤務校）で教育課程全般に亘って参与観察及び
支援を行い、教育課題を再発見して解決の方法を探究する。

う
ち
必
２

附属学校
連携協力校

必要修得単位数

開講期 － 1：1年次春学期、2：1年次秋学期、3：2年次春学期、4：2年次秋学期

概 要

教育委員会実習

連携協力校（勤務校）で学校経営に参画し、学校教育改革に
必要な課題を発見し解決していく方法を探究する。

10

単位数
開講期コース

学
校
経
営
力
開
発
コ
ー

ス

経営課題解決発展実習

実践課題解決発展実習

ダ
イ
バ
ー

シ
テ
ィ
教
育
力
開
発
コ
ー

ス

ダイバーシティ教育基本実習

実習場所授業科目名

教
育
実
践
力
開
発
コ
ー

ス

授
業
実
践
力
開
発
コ
ー

ス

地域協働実習

教育行政実習

研修開発実習

授業実践発展実習

実践入門実習

心理アセスメント実習

ダイバーシティ教育発展実習

教職大学院１年次に、附属学校、連携協力校の教育活動に
参加することを通して、学校の１年間の動きの一端を体験した
り、子どもの個別の教育ニーズに対応したりしながら、自己の
スキルアップに繋げる。

教職大学院２年次に、附属学校、連携協力校の教育活動に
参加することを通して、学校の１年間の動きの一端を体験した
り、子どもの個別の教育ニーズに対応したりしながら、自己の
スキルアップに繋げる。

学校支援実習

特別支援実習

フィールドワーク実習

【資料２３】



実習スケジュール

１年次

２年次

８月 ９月 10月７月 １月 ２月 ３月11月 12月

１年次

２年次

４月 ５月 ６月

ダイバーシティ教育力開発コース（学部新卒性・現職教員学生）

教育実践力開発コース（現職教員学生）

４月 ５月 ６月

授業実践力開発開発コース（学部新卒学生）

３月４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

１月 ２月 ３月

１年次

２年次

８月 ９月 10月 11月 12月７月

学校経営力開発コース（現職教員学生）

４月 ５月 ６月 ７月 １月 ２月 ３月

１年次

２年次

８月 ９月 10月 11月 12月

授業実践基本実習Ⅰ

実践入門実習

特別支援実習

ダイバーシティ教育基本実習
フィールドワーク実習

心理アセスメント実習

教育委員会実習実践課題解決基本実習Ⅱ

実践課題解決発展実習

研修開発実習

海外連携校実習Ⅰ・Ⅱ

実践課題解決基本実習Ⅰ

経営課題解決基本実習Ⅰ 経営課題解決基本実習Ⅱ

経営課題解決発展実習

地域協働実習

海外連携校実習Ⅰ・Ⅱ

学校支援実習Ⅰ

学校支援実習Ⅵ学校支援実習Ⅴ

授業実践基本実習Ⅲ 授業実践発展実習

授業実践基本実習Ⅱ

学校支援実習Ⅱ

海外連携校実習Ⅰ・Ⅱ

学校支援実習Ⅲ

海外連携校実習Ⅰ・Ⅱ

教育行政実習

学校支援実習Ⅳ

ダイバーシティ教育発展実習

【資料２４】


	資料２０－２
	資料２１
	資料２２
	資料２３
	資料２４



